

















































































































































































組んだばかりか、第二共和国において実現した民主主義の象徴たる様々な改革を反故 したのだという。左から右へ「転向」した急進党の行動原理は権力欲と名誉欲であり 政権 座に居座ることが出来るならば自党の理念を曲げることに躊躇 なかったと主張している。しか 、そこには急進党を内在的に理解しようとする姿勢が欠落しているのでないだろうか。　
第二の歴史認識として、上記 史観と対照的に第二共和国の議会の統合機能に焦点を当てた政治学的分析が対置










































































ー政 として出発したことである。宗教問題で対極に位置し、共にその点を党のアイデンティティとしていた両党が連合したことはつじつまが合わない そこで一般に急進党が反教権主義を放棄したと見なされてきた。タウンソンも急進党のアイデンティティとなって た反 権主義を、デマゴギーと扱い、政策内容に踏み込んだ分析を加えていない。しか 、第二共和国時代の急進党は一般に保守的政党と見なされているが、反教権主義の象徴であった憲法二六条（教会の特別扱いを禁止 、聖職者への給与の廃止、国家 従わない修道会 解散、および修道会の財産の没収を定めている）や宗教団体法に急進党も賛成票を投じており、 の 無視すべきで いだろう。　
以下本論では、宗教に焦点を合わせて、第二共和国の議会内対立を分析する。まず第二章では、その前提として、





























会の両レベル 左派の政教分離への支持と社会のカトリック感情 の折り合いをつけ、左派による政教分離政策を継承した点を明らかにする。そして、左派の政策を現実的に継承しつつ右派を連合ゲームに引き付けた急進党が一貫して入閣したことは、政治システムをいくらかでも安定させる要因となったと捉える。こうした急進党による綱渡り的な政策運営にとどめをさし のが、議会 外 権力であった。これが第三章のテーマである。　
政権の樹立には大統領からの信任も得る必要があった。リンスが大統領などの中立的権力がもつ政権の安定化機



































































政党は禁止され 既成の 党が解体されたままであった。共和国成立前から王政打倒を唱えてい 共和主義者以外の政治勢力は、組織をもたなかったので、共和国への移行 わずか二か月後に実施された総選挙への準備ができなかったのである。それとは異なり、一九三三年においては、右派も参加の準備が整っており、万全 状態 選挙に臨んだ。第二に、事実上選挙管理内閣として 役割を期待されたマルティネス
=
バリオ内閣は、公平な競争を求め

























































ン・ポプラルを中心に、諸地域の の政治団体が連合することによって一九三三年に結成された政党であり、左派政権によって推進されてき 反教権政策 修正を目標として掲げていた。この政党が総選挙において第一党となったことは、左派政権の政策 対するカトリックの強い反発の証左であろう。　
急進党もこの左派の後退 影響を強く受けた。つまり、選挙区レベルの連合を集約すれば左右いずれとも等距離
であったはずだが、結果的に議席を獲得したのは主に右派と組んだ選挙区であった。そのため党内で と結び議員が減り、右派と協力した議員が増えたため 右派が強化されると う意図せざ 結果がもたらされた。　
しかし、他の共和主義政党が勢力を後退させたのに対して、急進党は共和国成立に関わった政党の中で唯一議席




























































































































































に敬意を払う」とは決して反教権 の方針を見直すこと表明しているのではなく、教会に対する暴力行為を容認しないとい 姿勢を示 に ぎ い。　
第三に教育に言及している。 「教会教育に（公 育が）取って代わることを尊重する。 （教会教育が完全廃止され
る）一月は目前に迫っている。学校 建てる場所も無ければ、備品も無く、聖職者 代わる教員もいない。 」こう述べた上で、児童の教育の機会が失われることを危惧している。そのため 一時的に教会教育の完全廃止を定め宗教団体法の施行を一時延期すると断言 た。 こでもレルーは前政権 政策の否定をしてい のではなく、左派政権の施策の問題点を指摘し、それを修正した上で改めて公教育を進めていくとしている。　
そして最後に、左右間の争いにおいてどちらの側にも与しないと彼は言明している。この発言の意図は、左右の
三一八
イデオロギーの中心に位置する急進党がそれぞれの政治勢力と手を組むことによって体制の安定化を図るという姿勢を表明することにある。だから、カトリック教会の利益代表という、急進党の理念と相容れない主張 している右派を排除することもなければ、前議会において急進党が批判し続けた左派政党が自分達 協力関係を築くことも否定していない。レルーは「私の望みは、共和主義の場を広げることにある」とした上で、 「共和国を尊重し、それに忠誠する者に対しては体制 扉を閉ざすことはな 」と主張した。　
このように訴えたレルー政権は議会の支持を獲得した。一九三三年選挙後の議会構成では、急進党が政権を担当





























































































































に対して予算千六百万ペセタしか計上しておらず 必要とされる金額との間に約七百二十万ペセタ 差があった。急進党の法案通り聖職者一人が年二千ペセタを俸給として受け取るとするならば、対象とな 聖職者が約一万二千人いるの 、八千人に か俸給が満額支給されないことになる。つまり、急進党が設計した俸給制度を割り当てられた予算 基づいて運用した場合、聖職者に対する満額支払いか対象者全員への俸給支払いのいずれかが必ず不可能になる仕組みであった。　
俸給の復活は、過去二年の改革に逆行しているように見える。しかし、法案と予算を組み合わせてみると、予算
































































が性急であった。宗教団体法で三三年末にまでに教会学校を閉鎖すると定めた 対し、政府の計画ではこのときまでに公学校の建設 完了させるこ を想定していなかった。つまり 左派政権は教会と教育を切り離す いう原則のため 、現状 整備状況 無視していたのである。　
実際、左派政権時代の学校建設数は、急進党政権期と比較して多い訳でない。三三年は共和国期において最大の






























































































































急進党政権は暫定協定案の第十一項で、教会に対して葬儀 埋葬 自由を認め 第十一項は、急進党政権































































































する規定が欠如していること、 （宗教に関する法の）例外規定が曖昧であること、またいくつか 規定が柔軟性を欠いていること、そ 、憲法で定めることと通常 で定める事柄 区別することの利便性」であった。　
急進党政権が対バチカン交渉の再開を視野に入れていることは明らかであった。レルーは第二六条や二七条を改
正する根拠として、 「コンコルダートの交渉及び承認に関する規定が欠如してい こと」を挙げたからだ。 し、急進党政権がバチカンに対して譲歩しう 点は何 あったのであろうか。たしかに、いくつかの規定に柔軟性を持たせることも可能であったかも知れない 通常法で規定される点ならば譲歩も可能であっ かもしれない。ただし、レルーは、スペインにおけ 国教の存在を否定した第三条の改正を べきでないと断言した。なぜならレルーによると、第三条は共和国の根幹であるからだ。そ なると、レルーは政教分離を前提と て、すでに実質的に妥協点を探った聖職者への給与などの点 教会へ 図った 見ることもできよう。　
教育に関する条項である第四八条についてはこう述べている。 「国家は教育権を放棄することはない。家族・社










































権を握れなくなった。こうした中央 の影響力 喪失は地方 も波及し、地方組織も統制が失れてし った。　
下野後に生じた急進党の急速な勢力の減退 、選挙区レベルでも提携相手を失わせる になった。一九三六年































者はわずか七八人であっ 。前回 一九三 年総選挙と比べると、候補者は三分の一にまで減少したことになる。この七八人のうち、一九三三年議会において議員であったのは三十人であ　
一九三三年総選挙時に急進党が勝利を収め 選挙区は、カセレス、カステリョン、グラナダ、マラガ、ポンテベ
ドラ、サンタ・クルス・デ・テネリフェ、バレンシア（都市） 、バレンシア（県）であった。ところが、カセレスとカステリョ 以外の選挙区では急進党候補者は姿を消した。すでに急進党の影響力が失われていたために 出馬が見送られたのであろう。　
現職候補が、減少していたにしても、三〇名いたにもかかわらず、急進党が最終的に得た議席はわずか四議席で




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表　1931 年 1933 年 1936 年　総選挙結果
 Linz, Juan J., “From Great Hopes to Civil War: The Breakdown of Democracy in 
Spain”, in Linz, Juan J., Stepan, Alfred, eds., The Breakdown of Democratic 
Regimes:Europe, （Baltimore: The Johns Hopkins University Press, 1978.）, 
pp.146-147 を基に作成。




PSOE（社会労働党） （（1 11 （11













急進党 11 （11 1
中央党 （1
リーガ 1 11 （1
バスク民族主義党 （1 （1
バスク・ナバーラ （1
独立右派 （1 （1 （1





伝統派 1 1（ 1
ナショナリスト （
ファランヘ （
無所属 1 1 1
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ol, 21 de diciem
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anjón, ob.cit., p.185-186. 急進党に属していたことが明らかであった候補者は九〇人であった。さらに当時所属政
党が明確でなく、共和主義者行動リストから出馬した候補が百七十六人いたというデータが示されている。ルイス・マンホンは、その内の約百二十人が急進党候補であったと推測している。そのため、
1931
年総選挙における急進党候補者は合
計しておよそ二一〇人であるとみなした。
“
”
